
資料１ 
 

 

「郵便におけるユニバーサルサービス確保の在り方等に関する調査研究」開催要綱 

 

 

１ 背景・目的 
 

 郵便におけるユニバーサルサービスの在り方等については、規制改革推進３か年計画

（閣議決定（平成２０年３月２５日））において、郵便のユニバーサルサービスの在り方

及びその確保方策等について、平成２１年度までに結論を得ることとされている。 

一方、当省では、当該課題については、「郵便・信書便制度の見直しに係る調査研究会」

において、新規事業者の参入条件以外の新たなユニバーサルサービス確保の在り方等につ

いて検討を行い、平成２０年７月にまとめられた最終報告では、「行政当局においては、

あるべき制度の実現に向けて、郵便のユニバーサルサービスの範囲・水準等の在り方及び

コスト補填策を中心にしたユニバーサルサービスの新たな確保方策についての検討を早

急に開始すべきである」とされている。 

 上記の動きを受け、今回、郵便におけるユニバーサルサービスの在り方の議論を更に深

めることを目的として、調査研究会を開催する。 

 

２ 名   称 
 

 本会合は、「郵便におけるユニバーサルサービス確保のあり方等に関する調査研究会」

（以下「研究会」という。）と称する。 

 

３ 検 討 内 容 
 

(1) ユニバーサルサービスコスト算定の前提となる役務別コストの整理の在り方 

(2) ユニバーサルサービスの算定方法の検討とその確保方策等 

 

４ 構 成 
 

 研究会の下に、「ユニバーサルサービスに関するワーキンググループ」及び「役務別コ

ストの整理の在り方に関するワーキンググループ」を開催する。 

 

５ 運   営 
 

（１）研究会 

① 研究会は、総務省情報流通行政局郵政行政部長の研究会として開催する。 

② 研究会には、座長１名と座長代理を置く。 

③ 座長は研究会構成員の互選により定め、座長代理は研究会構成員の中から座長が指名

する。 
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④ 座長は、研究会を招集し、主宰する。 

⑤ 研究会は、専門的な事項を調査研究するため、ワーキンググループを開催することが

できる。 

⑥ 座長は、必要に応じ、関係団体等に出席を求めることができる。 

⑦ 座長は、上記のほか、研究会の運営に必要な事項を定める。 

（２）ワーキンググループ 

① ワーキンググループは、研究会の構成員及び構成員以外の有識者による構成とする。 

② ワーキンググループの運営については、研究会の運営方法を準用する。 

 

６ 開催期間  
 

平成２０年９月から開催し、平成２１年１月に役務別コストの整理方法に関する中間報

告、２１年６月にユニバーサルサービスに関する中間報告、平成２２年３月を目途に最終

の取りまとめを行う。 

 

７ 庶   務 
 

調査研究会の庶務は、総務省情報流通行政局郵政行政部郵便課において行う。 

 



 

 

 

構成員 

（５０音順、敬称略） 
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 （慶應義塾大学商学部  教授） 
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役務別コスト整理の在り方に関するワーキンググループ 
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